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          平成 21 年 8 月 17 日 

自己資本比率と債務償還年数・・・。 
 
 今から数年前に、ＢＳＥ問題というものがあり

ました。その際に、大打撃を受けた業界がありま

す。牛丼チェーンです。その際、多くのチェーン

はオージービーフを代用しましたが、その中で、

頑なに「アメリカ牛肉ではないと駄目！」といっ

て、オージービーフを使わなかったチェーンがあ

りました。そう・・・、吉野家ですね。 
吉野家は、どうしてあのような対応を頑なに継

続することができたのでしょうか？単なる社長

の“拘り”だけでしょうか。これには、「財務基

盤が強かった」という強みがあります。 
ＢＳＥ発生前の吉野家ＨＤの現預金は、約４０

０億円です。ＢＳＥ発生当時ですと、約３００億

円の現預金です。社員給与３年分を確保していた

そうです。ここで、吉野家ＨＤの重要財務指標に

ついてまとめてみました。 
 
＜推移表＞ 
 Ｈ１８年２月 Ｈ２１年２月 
自己資本比率 ７０．３％ ６０．３％ 
債務償還年数 １．１年 １．９年 
ＩＣＲ ３６．１ ３８．８ 

※ＩＣＲ：インタレスト・カバレッジ・レシオ 
 
＜計算式＞ 

・自己資本比率＝自己資本÷総資産×100 

・債務償還年数＝有利子負債÷ＣＦ 

・ＩＣＲ＝ＥＢＩＴ÷支払利息 

※ＣＦ＝利益＋減価償却費 

※ＥＢＩＴ＝営業利益＋受取利息・配当金 
 
吉野家ＨＤの自己資本比率は、現在、約６０％

を維持していますが、当時も約５０％を維持して

いました。また債務償還年数も１年代をキープし

ており、金融機関からするととても安心感の高い

数値です。直近の決算ではやや悪化しているもの

の、それでも超優良企業です。 
ちなみにダイエーが倒産したときには、「自己

資本比率１．５％、債務償還年数△１９３年、Ｉ

ＣＲ０．９７」という散々な数値でした。同業の

イトーヨーカ堂（当時）は、「自己資本比率５８％、

債務償還年数１．４年、ＩＣＲ１３」という超優

良企業です。優勝劣敗が明確になるわけです。 

ここから学ぶことができるのは、やはり、キャ

ッシュフローの差だということです。銀行が、特

に「自己資本比率」、「債務償還年数」という指標

を重視するのは、まさに企業のキャッシュフロー

力を判断しているという見方もできるわけです。 
 それでは、これらの財務改善をするにはどうす

ればいいのか？という点に考えてみましょう。つ

まり、自己資本比率と債務償還年数をアップさせ

る方法です。これは計算式をみれば直ぐにわかり

ます。割り算ですから増減させるだけです。 

自己資本比率は、自己資本（純資産）を増加さ

せて、総資産を減少させればいいわけです。債務

償還年数は、有利子負債を減少させてＣＦ（利益

等）を増加させればいいわけです。 
 

＜イメージＢＳ図＞ 
 
 
 
 
 
 
 この“大袈裟な”イメージ図を見てもらうと分

かりやすいと思いますが、不良資産や遊休資産な

どを出来る限り処理して、資産を圧縮する。そし

て、出来る限り“利益の出る”経営体質を構築す

る（売上ではありません!!）。時には増資の検討も

必要でしょう。 
借入金（有利子負債）を安易に減少させるのは、

不況下の現在においては、好ましい選択肢ではあ

りません・・・。また、不況下では、こういう見

方もできます。現金・預金を増加させる方法とし

て、「借入をする」と考え方もありますが、これ

は現在のような不況下では“アリ”です。 
現在のところ、やはり利益体質を作るというこ

とが経営者の至上命題だと思われます。しっかり

と利益の出る体質の企業は、やはり現・預金比率

も向上します（流動資産も増加します）。 
「そんなの理想だよ！」と叱られそうですが、

経営者には、最新の中小企業向けの金融施策情報

を収集しつつ、このような原則論も頭に入れてが

んばって欲しいと思っています・・・。 
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